


























ヤマダ電機グループは、地球環境との共生が社会・経済の持続的発展の基盤であると考えています。
そのため、事業活動での環境負荷低減、本業を通じた環境保全などの取り組みを積極的に推進しています。

環境保全
［環境］

ヤマダ電機

環境マネジメント

本業における環境負荷の低減

2010年8月にヤマダ電機の環境活動に対する基本姿勢を示した「環境方針」を策定しました。この「環境方針」
とISO14001を具体的な行動指針として環境活動に取り組んでいます。

ヤマダ電機グループでは、省エネ家電や太陽光発電
システムなどをはじめとした、ご家庭での省エネ・創
エネ・蓄エネ推進の支援、また、使用済み家電のリ
ユース・リサイクルの仕組みを構築し、お客様の環境
対策や社会全体の環境負荷低減に向けて取り組んでい
ます。

ヤマダ電機の環境方針（2010年8月制定）

● 〈単体〉マテリアルフロー

〈行動指針〉
1. �環境に関する法規制を遵守し、自らの社会的な責任を踏まえて地球環境保全および環境負荷低減に向けた事業活動を推

進します。
2. �すべての事業活動を通じて環境影響の把握を進め、事業活動を通じて発生する環境負荷の低減に向けた継続的な改善と

汚染の予防に努めます。
3. �本業を通じて社会全体での地球環境保全に寄与するサービスおよび製品の販売を推進します。
4. �環境に係る問題に関する学習を通じて、一人ひとりが責任をもって自発的に行動できるようにします。
5. �お客様や地域の皆様との連携を進めながら、地球環境保全に向けた取り組みを進め、積極的に情報開示をします。

ヤマダ電機グループでは、家電リユース事業を
2001年度から、パソコンリユース・リサイクル事
業を2007年度から実施しています。2018年度のリ
ユース実績は、家電（テレビ・冷蔵庫・洗濯機・乾燥
機）約9万6,000台、パソコン約35万台です。

お客様に家電リユース品を安心してご購入いただけ
るよう、製品の再商品化をグループ会社のシー・ア
イ・シーとともに構築しています。厳密な機能チェッ
クやクリーニング、販売時に最大24カ月間の保証を
付帯するなど、お客様に安心していただけるサービス
を提供しています。

また、パソコンリユース・リサイクルについては、
グループ会社のインバースネットと協力し、実施して
います。

● リユース台数
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● 2018年度の主な取り組みと目標・実績

※1 CO₂換算係数：0.55kg-CO₂/kWh　※2 代表的な地域の年間予測発電量からCO₂削減係数314.5g-CO₂/kWhで算出

家電製品・パソコンのリユース

各店舗のインクカートリッジの回収BOXから回収
した再利用可能な使用済みインクカートリッジ1個
に対し10円を寄付する活動を行っています。2018
年度は約93万個のインクカートリッジを回収し、
6,233,180円を公益財団法人交通遺児育成基金へ寄
付しました。今後もインクカートリッジ回収を通じ、

「循環型社会への取り組み」をさらに進めていきます。
また、不要となった携帯電話をグループ会社のイン
バースネットの協力のもと回収し、抽出した希少金属
の再利用に役立てるよう取り組んでいます。

● 回収個数 （単位：個）

2016年度 2017年度 2018年度
インクカートリッジ 970,275 981,993 930,329
携帯電話 4,520 4,546 5,491

インクカートリッジや携帯電話のリサイクル

ヤマダ電機は、2011年1月に高崎本社機能を対
象として環境マネジメントシステムISO14001認証
を取得しました。また、事業活動に伴う環境負荷を
抑制するため、店舗における省エネ推進をはじめ、
再生可能エネルギーの導入など省エネ・省資源に向
けた取り組みを推進しています。2017年度には、
ISO14001：2015の認証を取得しました。

ISO14001本社機能認証取得 2018年度の主な取り組み

ヤマダ電機では、事業活動においての環境配慮を重
視しており、省エネおよび環境性能の高い製品の販
売・サービスの提供や、製品のリユース・リサイクル
などを行なっています。事業を通じた環境負荷低減の
取り組みとして、スマートハウス事業、またグループ
会社（シー・アイ・シー、東金属、インバースネット）
との連携で実現した家電・パソコンのリユース・リサ
イクルも引き続き推進しています。店舗においても、
高崎本社機能を対象に認証取得したISO14001に基
づき、定量的な目標設定・管理のもと、環境負荷低減
に向けた取り組みを推進しています。進捗状況は毎週
開催の環境対策小委員会で報告するとともに、月次で
最新情報をホームページに開示しています。
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廃棄物排出量

主な取り組み 2018年度目標 2018年度実績

本業における
環境負荷の低減

家電リユース（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、乾燥機） 113,000 台 95,760 台

パソコンリユース
336,900 台 352,047 台

CO₂抑制 29,792 t CO₂抑制 31,347 t

インクカートリッジリサイクル回収、販売によるCO₂抑制
1,000,000 個 930,329 個

CO₂抑制 75.7 t CO₂抑制 70.4 t

事業活動における
環境負荷の低減

デマンドコントローラー設置店舗のCO₂削減※1 2017年度対比 96.2 %以下
CO₂削減量 1,682 t

CO₂削減量 6,779 t

グリーン電力導入量（本社社屋）※1 2017年度対比 95.5 %
CO₂削減量 5,420 t

CO₂削減量 5,187 t

グリーン電力導入量（本社を除く）※1　78店舗
2017年度対比 97.2 %

CO₂削減量 968 t
CO₂削減量 987 t

太陽光発電によるCO₂削減（高崎・千里）※2 CO₂削減量 6.186 t CO₂削減量 5.692 t
店舗屋上太陽光発電によるCO₂削減への貢献（203店舗） 発電量 46,383,452 kWh 発電量 46,508,336 kWh
物流効率化によるCO₂削減 — 87.4 t-CO₂
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ヤマダ電機は、家庭における省エネルギーのさらな
る促進を図ることを目的として、東京都と提携協定を
締結しました。協定に基づく具体的取り組みの第一弾
として、｢家庭におけるLED省エネムーブメント促進
事業｣ への協力を2018年3月から12月まで実施し
ました。東京都内40店舗にて、白熱電球2個以上と
LED電球1個の交換を行い、計32,247個のLEDをご
家庭に提供しました。

今回、東京都の家庭の省エネルギー促進事業への協
力により、家庭での省エネによる環境負荷低減を促進
し、これまで以上に環境に配慮した取り組みに貢献で
きたものと考えます。

ヤマダ電機の有資格試験制度に環境に関する問題を
取り入れ、また、家電製品アドバイザー・スマートマ
スター試験の受験を推進し、社員の環境負荷抑制の意
識向上を図っています。

グリーン電力の継続利用
ヤマダ電機は2008年度よりグリーン電力を継続し

て利用しており、2018年度の対象店舗は79店舗で、
合計11,166,731kWhのグリーン電力化を実施しま
した。高崎にあるヤマダ電機本社社屋は、使用電力の
100％がグリーン電力となります。

こうしたグリーン電力普及推進への貢献が評価さ
れ、「グリーン・エネルギー・パートナーシップ」の

「エクセレント・パートナー（優秀団体会員）」にも選
出されています。

太陽光発電システムの導入
店舗の屋上などを利用し、太陽光発電システムの

導入を行っています。2019年3月末時点で203店
舗に設置し、2018年度は46,508千kWhを発電し
ました。

デマンドコントローラー導入によるCO₂排出量削減
各店舗の省エネ化につなげるために、デマンドコン

トローラーを導入し、店舗ごとのCO₂排出量比較や、
設備・時間ごとの電気使用量の分析を行っています。
2019年3月末時点での設置店舗数は延べ382店舗と
なっています。

店舗への再生可能エネルギー導入

物流における環境への取り組みを進めるため、委託
会社様や協力会社様に、アイドリングストップの協力
を要請しています。

2018年度の実施率は98%以上と、2010年の開
始から高水準を維持しています。

物流における取り組み

店舗における省エネの推進

照明のLED化
ヤマダ電機では2013年度下期から

順次、店舗照明にLED照明を導入し
ています。2019年3月末現在、474
店舗がLED照明を使用し、省エネル
ギー化を推進しています。

グループ会社における取り組み

東京都との家庭の省エネルギーに関する
協定の締結

ハウステックは上質なキッチン、浴室、ガス給湯器、
浄化槽などを提供する総合メーカーです。

テスは、家庭・業務用エアコン工事、電気工事、家
電製品出張修理、エアコン・ハウスクリーニングの
サービスを提供しています。

株式会社ハウステック

株式会社テス

環境保全
［環境］

環境教育によるCO₂排出量削減の推進事業活動における環境負荷の低減

ヤマダ電機では、店舗・物流などから排出される
CO₂の削減や環境負荷の低減を目指した活動を推進
しています。

ヤマダ電機グループでは事業活動に伴うCO₂排出
量削減の取り組みを継続的に行っています。

電力使用によるCO₂排出量

● �電力使用によるCO₂排出量※

※CO₂換算係数：0.55kg-CO₂/kWh
※集計対象範囲：ヤマダ電機、国内の連結子会社13社および非連結子会社

10社、計24社

ハウステックでは、製品のライフサイクルの各段階
において、環境負荷を低減するために「環境配慮製品
アセスメント」を実施しています。部品重量の低減、
再生材料の利用などの評価ポイントを設け、一定基準
を満たした製品を「環境配慮製品」と認定しています。
これからも環境負荷の少ない製品の開発を進め、環境
に配慮したものづくりを強化していきます。

ハウステックは、京都議定書で設定された目標など
を考慮し、2019年度末までにCO₂原単位※を68％に
するという目標を掲げ、製造事業所の省エネルギー化
などによるCO₂排出量の削減を進めています。

2018年度は目標数値54％に対して、実績53％と
なり、目標を達成できました。今後もCO₂排出量の
削減をさらに推進するとともに、お客様などの協力も
いただきながら、製造事業所だけではなく製品のライ
フサイクル全体の視点からも地球温暖化防止に取り組
んでいきます。

環境配慮製品アセスメント制度に基づく
省エネ商品の普及

CO₂排出量の削減

テスでは、業務のペーパーレス化を推進しており、
発生するごみの減少から環境負荷の低減を図っていま
す。出張修理管理システムを自社開発・導入し、FAX
用紙などの削減を段階的・継続的に行っています。同
様に、生活サポート業務に関しても自社システムの
開発に着手しました。また、社用車に関しては、低燃
費・低公害車を選定し、運用を行っています。

環境負荷低減の取り組み

※CO₂原単位= CO₂排出量÷売上高（1990年度比）

● �延べ床面積当たりCO₂排出量※

● 産業廃棄物排出量

ヤマダ電機グループでは、店舗から排出される廃棄
物に加え、お客様から引き取った家電リサイクル法対
象外の廃家電について、対象法令に基づき、適切に処
理を行っています。

2018年度も法令に則った適正処理に努めました。

廃棄物削減

2016年度 2017年度 2018年度

産業廃棄物排出量（t） 26,189 24,879 18,162

グループ対象店舗（店）※1 678 686 698

● 一般廃棄物排出量

※1 ヤマダ電機、沖縄ヤマダ電機、九州テックランド
※2 リサイクル対象外廃棄物

2016年度 2017年度 2018年度

一般廃棄物排出量（t）※2 31,225 29,445 24,233

グループ対象店舗（店）※1 678 686 698
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常に「お客様第一主義」による経営を大切にし、店舗における接客のみでなく、
ヤマダ電機で販売する製品をお客様のお手元で使用していただく段階も含め、
トータルでご満足いただけるサービスの提供を目指しています。

お客様とともに
［社会］

ヤマダ電機では、豊富な品揃え、親切丁寧な接客、
リーズナブルな価格で製品をご購入いただけるように
努めています。そして、製品ご購入時はもとより、配
送、設置工事、修理、サポートなどのアフターサービ
スも含め、製品の使用段階からその後にいたるまで、
トータルでのお客様満足度向上に努めています。さら
に、現場の意見の吸い上げ、お客様のご意見の収集を
行い、改善に活用しています。

ヤマダ電機では、お客様の利便性の向上を目的に、
機動性の高いタブレットPOSを導入・活用していま
す。店舗販売員全員がPOSレジ機能のタブレットを
使用することで、これまで以上にお客様のニーズに応
じた商品提案を行うことが可能になり、また、従来の
在庫確認などでお客様をお待たせしていた状況を解消
し、接客から会計までをスムーズに行うことができる
ようになりました。

ヤマダ電機はこれ
からも、店舗とイン
ターネットの融合を
図りながら、接客・
販売支援を強化、業
務効率向上を図って
いきます。

タブレットPOSの活用

お客様満足度向上の取り組み
ヤマダ電機グループは、お客様の声を最大限に活

かすため、各種コールセンターを設けて、お客様か
らの多くのご意見を伺っています。2019年1月から
は、相談窓口を本社へ移管し、重要な相談に対して
迅速に対応する体制を構築しています。いただいた
ご意見に対しては、週1回から月１回の頻度で定例会
を行い、具体的な改善計画の立案と、実施、改善の
取り組み状況を役員へ報告しています。

お客様相談窓口の設置

ヤマダ電機グループでは、ヤマダ電機全体でお客
様満足度を高めるために、本部社員による巡店確認
や、改善提案制度を通して、現場発信の意見の吸い
上げも行い、本部への報告と共に研修・マニュアル
などへの反映を通じて継続的な改善を図っています。

現場の意見の収集

現場やお客様の声を改善に活かす仕組み

販売やサービスの能力向上のために、OJTによる
現場教育を中心とし、実践的な教育指導を行うとと
もに、集合研修やeラーニングなどで体系的な研修を
実施しています。また、サービスの質と精度をさら
に高めるため、店舗や配送・アフターサービス時な

販売力の向上に向けた教育・研修

配送・工事技術向上に向けた教育・研修

教育・研修制度

● 販売における階層別教育スキーム
項目 テーマ

店内教育OJT

上長・先輩社員によるOJT教育

次世代リーダー教育

エリア長および本部教育トレーナーによる現場教育

社外資格研修

家電アドバイザー・スマートマスター、習得フォロー教育

お取引先主催勉強会および展示内覧会

マイスター取得教育

自己啓発勉強ツール 自己啓発用スマホ/PC学習用コンテンツ

ているか評価と確認を行うことで、現場教育の強化
を図っています。こうした教育の場はエリア責任者
同士のコミュニケーションを図る場としても活用さ
れています。また、61人のエリア責任者による現場
での販売教育も実施しており、3カ月に1度の頻度で、
売上改善が望まれる店舗に対し、売上向上を目指し
た教育を行っています。

エリア長教育の推進
2018年5月より、週1回各店舗エリアの責任者を

本社に集め、一定の評価項目に対応した教育が行え

家電製品アドバイザー・スマートマスター資格の取得推進
お客様が家電製品を購入される際に、製品の機能

や用途、使用頻度、設置環境や嗜好などさまざまな
要素を踏まえた的確なアドバイスを行うためには、
社員の家電製品に対する高い専門知識が求められま
す。ヤマダ電機グループでは、家電製品アドバイ
ザー・スマートマスター資格を中心とした社外資格
の取得推進に力を入れています。

就業時間内の学習の場として25分×60回程度の
eラーニングツールを用意するほか、自発的な学びの
ツールとして個人端末からアクセスできる「ヤマダ
総合学習サイト」を開設しています。またメーカー
様にご協力いただき、社外講師による実践的勉強会
を開催するなど、数々の施策を通じて、資格取得人
数は着実に増加しています。

● 各年度末 資格保有者数※

※ヤマダ電機グループ合計延べ人数

資格 2016年度 2017年度 2018年度

家電製品総合アドバイザー 2,999 3,379 3,733

家電製品アドバイザー（AV情報家電） 1,474 1,832 2,069

家電製品アドバイザー（生活家電） 1,094 1,584 1,870

スマートマスター 81 441 758

合計 5,648 7,236 8,430

配送・家電の取り付け方の新人研修
ヤマダ電機では今後、社員が商品の販売から配送

までを行えるようにすることで、配送工事件数が増
加する夏季や年末年始、年度末などで配送スタッフ
がカバーできない多様なニーズに対応したり、配送
スタッフのサポートができる人材の育成を目指して
いく上で、エアコンなど家電製品の設置作業を身に
つけるための新人研修を2019年度よりスタートし
ました。将来的には電気工事士をはじめ、より高度
な作業を行うための資格取得に向けた施策も実施し
ていく予定です。

CS責任者認定研修の実施
配送・工事におけるお客様満足の取り組みの標準化

を図るため、ヤマダ電機が主宰する「CS責任者認定
研修」をパートナー企業各社に受講していただいてい
ます。これは、ヤマダ電機が定める配送工事に関する
お客様満足、マナー、運用、配送、設置、工事に関す
る基準を所属する会社の担当者へ教育する責任者を認
定するもので、教育研修、グループディスカッション、
筆記試験という3つの内容で構成されています。パー
トナー企業各社のCS責任者をヤマダ電機が認定する
ことで、ヤマダ電機と同様の意識の高さでお客様に対
応していただくことを目指しています。

● 2018年度 受講人数
研修 人数

新規CS責任者研修 123

CS責任者更新研修 462

どでのお客様アンケートを実施し、教育に活かして
います。

（単位:名）

（単位:名）

● お客様満足度向上の仕組み

連携・報告

・電話問い合わせ
・Web問い合わせ

・来店
・店長直通
　アンケート等

回答

連携・報告

より良い
サービスの
ご提供

情報連絡
是正、指導

配送・工事アンケート

報告

◦現場への助言フォロー　◦再発防止策の検討、展開
◦社内での情報・状況の共有化　◦研修、マニュアル等への反映

お客様

コールセンター
（本部相談窓口）

店舗
ヤマダウェブコム

本部
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お客様とともに
［社会］

ヤマダ電機グループは、社員一人ひとりが多様な個性を発揮できるとともに、
誰もが意欲をもって働きやすい職場環境づくりを推進しています。

社員とともに
［社会］

人事マネジメント

人材の確保と育成・評価

経営において最も重要なのは「人」であると考え
ています。そのため、社員が働きがいを実感できる
仕組みについて、常に改善を図っています。人材の
育成と能力開発、労働環境の改善に加え、性別や年
齢、身体的な差異にかかわりなく一人ひとりの人格
や個性が活きる企業風土づくりに努めています。

2019年度は、ヤマダ電機で148名の新卒学生の
採用を行い、組織の活性化を図りました。ヤマダ電
機グループでは、「家電住まいる館」などの新しい
業態の店舗の導入に伴いそれらに対応できる能力を
持った人材の採用を行うとともに、若い新たな人材
の育成を行っています。今後も、新規事業に対応し
た人材、本社業務の強化を目的としたシステムなど
の専門的な知識を持った人材の採用に取り組んでい
きます。

人事方針

お客様アンケートによる年間表彰

新卒採用

グループ会社における取り組み

ヤマダ電機では、社内有資格制度などとの連携に
より、非正規社員・契約社員の正社員登用制度を設
けています。2018年度は、144名を正社員として
登用しました。

正社員登用制度

ヤマダ電機は、社員を企業の持続的な発展には欠
かせない経営資源と捉え、性別・国籍・年齢などに
関係なく、多様な経験・価値観を持った人材が能力
を発揮し、成長・活躍できるような人材育成の充実
を図っています。

人材育成

年功序列ではない能力主義を重視するとともに、公
正・公平で透明性のある人事評価システムを構築して
います。

社員の接客の質を高め、幅広い商品知識の習得を通
じたCS向上のため、公平で透明性のある業績評価制
度を導入しました。販売員の個人実績や点数化された
実務能力に加えて、「CS向上」と「自己啓発」の重要
性を意識付けすることや評価項目を明確化し、評価の
透明性を高めることを目的としています。年に2回、
評価制度（実績・実務評価）に「職種評価」「資格評価」

「CS評価」「改善提案評価」を加点し、評価します。加
点対象の社外資格は約100種類におよびます。

人事・業績評価制度

ベスト電器では、お客様満足度のさらなる向上を目
指し、社員のスキルアップを目的とした研修の充実化
を図っています。2018年度は嘱託やパートを含めた
全従業員を対象に年間を通して実施し、中でも、ユニ
バーサルマナー検定資格の取得を家電量販店業界初の
取り組みとして、団体導入しました。高齢者や障がい
者への基本的な向き合い方やお声かけ方法を当事者講
師から学び、多様なお客様の視点に立ったコミュニ
ケーション技術の習得を図る同検定の3級資格保持者
は、すでに150名を超えました。（2019年4月1日
時点）

ほかにも、役職者などを対象としたマネジメントに
関わる研修、スペシャリスト育成を見据えたリフォー

ム研修や商品研修など、多岐に
わたる研修を通してお客さまの
満足度向上につなげています。

ベスト電器は、家電製品の小売、アフターサービス事
業を軸に、リフォーム事業、海外事業、フランチャイ
ズ事業、人材派遣など多岐にわたるサービスを展開し
ています。

ユニバーサルマナー検定資格の取り組み

株式会社ベスト電器

株式会社ヤマダホームズ

ヤマダホームズでは、建築いただいたお客様に対

し、住宅設備を10年間延長保証しています。システ
ムキッチン、システムバス、洗面化粧台、トイレ、給
湯器、エアコンなどの住宅設備に関して、通常１～２
年間であるメーカー保証期間の終了後も、お引渡し後
の10年間はヤマダホームズが延長保証いたします。
住宅設備に故障・不具合が発生した場合は、修理交換
経費（部品代・作業料・出張費など）を無料とさせて
いただきます。また、24時間365日の緊急出動サー
ビスで水・ガラス・鍵のトラブルに対応しています。

「万が一のときに安心できる暮らし」がヤマダホーム
ズの思いであり、お客様からは通常よりも長い保証に
対してご好評をいただいております。

住宅設備の10年間安心保証サービス

※本サービスおよび保証には適用条件があります

「スマートマスター」資格とは、IoT・AI技術や省エネ
機器、燃料電池などの導入によりエネルギー消費を極力抑
えた住宅「スマートハウス」に関する専門知識の認定資
格です。2018年5月に家電製品協会が主催した「スマー
トマスター5000名突破記念式典」で、ヤマダ電機および
グループ会社のヤマダ・エスバイエルホーム（現：ヤマダ
ホームズ）に、スマートマスターの「積極推進法人」とし
て感謝状が贈呈されました。

業界最大手の企業として、ヤマダ電機グループの社員に
は、住宅や再生可能エネルギー、最新のICTといった、家
電製品にとどまらない幅広い知識が求められています。期
待が高まるスマートハウスの普
及にいっそう貢献していくため
に、社員の育成に尽力するとと
もに、スマートマスターの取得
推進を続けていきます。

スマートマスターの積極推進法人として
家電製品協会から感謝状

TOPIC

企業の持続的な成長には、男女を問わない若手リー
ダーの育成が必要との観点から、「次世代リーダー教
育プログラム」を継続実施しています。各店舗にリー
ダーを配置して社員の教育などを行い、「社員生産性
の向上」、「CS・ES向上」、「女性管理職の育成」など
の成果を目指して取り組んでいます。また、2019年
5月には各店舗の優秀な社員を集め、本社にて接客コ
ンテストを実施しました。コンテストでは、接客の工
夫、商品提案方法、現状の課題など、それぞれの体験
やノウハウを共有した後、現場に持ち帰ってもらい、
今後の取り組みに役立
てるとともに、上位入
賞者のコンテスト動画
を各店舗に配信してい
ます。

次世代リーダー教育プログラム

ヤマダ電機グループでは、配送・工事担当者に対す
るお客様アンケートを実施し、年間の集計結果で高評
価の社員には、最優秀、優秀、優良、奨励の4つの賞
を授与し、3月末に取りまとめて6月に表彰していま
す。2018年度（第9回）は、最優秀賞が2名、優秀賞
が11名、優良賞が323名、奨励賞が10名とトータ
ルで346名が受賞しました。今後も、担当者のモチ
ベーション向上を促すとともに、情報共有を図ること
で、お客様満足度向上に努めていきます。

ヤマダホームズは、スマートハウス・リフォーム・
不動産事業を通じ、より多くのお客様に良質な住まい
を提供しています。

ユニバーサルマナー検定資格の実技研修
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ダイバーシティの推進

社員とともに
［社会］

社員が働きやすい労働環境を実現するには、ワーク
ライフバランス（仕事と生活の調和）に配慮した職場
環境の提供が重要であると考えています。

育児・介護支援制度の充実を図り、社員が育児や介
護などのライフイベントに際しても、仕事と生活の調
整をできるだけしやすいような仕組みを整えています。

ワークライフバランスの推進

働きやすい職場づくり

● 〈単体〉従業員に関するデータ （各年度3月31日時点）

項目 2016年度 2017年度 2018年度

従業員の女性比率（％） 13.4 12.9 13.2

管理職に占める
女性比率（％） 2.2 2.6 3.1

障がい者雇用人数（名） 423 414 428

障がい者雇用率（％） 2.24 2.27 2.29

定年再雇用者数（名） 25 34 34

定年再雇用者率（％） 86.2 89.5 82.9

外国籍
雇用者数

（名）

男性 69 59 69

女性 47 38 65

合計 116 97 134

ヤマダ電機グループは、すべての人材が各人の能
力を発揮できる働きやすい会社を実現し、競争力を
さらに高めていくために、ダイバーシティの推進に
取り組んでいます。

基本的な考え方

ヤマダ電機では、外国人観光客の増加に伴い、店
頭での対応強化のため外国籍社員の採用に取り組ん
でいます。採用基準は設けず、国籍を問わない採用
を重視しており、今後においても社内人材の多様化
を図るとともに優秀な人材の確保を進めていきます。

外国籍社員の採用

ヤマダ電機では、正社員の定年は60歳ですが、最
大75歳まで勤務できる定年再雇用制度を導入してい
ます。高度な技術や知識を持つシニアの人材がキャリ
アと経験を活かし、社員の指導などで活躍しています。

ヤマダ電機では、本社を含めバリアフリーを徹底し
ており、障がいのある社員が安心して働けることが
できる環境整備に努めています。障がい者雇用率は、
2018年度も引き続き、法定雇用率を達成しました。

定年再雇用制度

障がい者雇用

管理職への昇格者の女性比率15％を目標に取り組
んできたところ、2018年度は24名（11.8%）の女性

企業の持続的な発展のためには、女性が活躍できる
環境を整備する必要があると認識しています。2016
年4月に女性活躍推進法が施行されたことに伴い、取
り組みを着実に進めるべく、女性活躍推進行動計画を
策定し、推進しています。

管理職が新規に誕生しました。2020年までの目標が
達成間近なことから、今後は女性管理職人数の増加と
ともに目標数値を見直し、計画の立て直しを図ってい
きます。

外部研修として、日経BP社が主催する「課長塾」に、
女性社員を含む管理職候補社員が参加し、管理職に求
められるマネジメント力について学びました。

また2018年度に初の女性取締役が誕生しました。
今後も社内における女性管理職に対する意識改革を促
進していきます。

新任女性管理職研修
ヤマダ電機では、管理職に昇格する女性社員を対象

とした教育・研修を行っています。2018年度は2月
に本社にて、各店舗の女性管理職昇格者に対し、女性
が管理職として活躍できるための環境づくりと、求め
られる管理職像についての研修を行い、モチベーショ
ンアップや能力向上を図りました。

女性活躍推進行動計画に基づく取り組み

ヤマダ電機では、店舗規模別の年間売上の優秀店
舗、法人営業所、売上上位者個人に対して、毎年度表
彰を行っています。2018年度は計78名、24の店舗
や営業所が表彰されました。

年間社員表彰制度

● 〈単体〉主な両立支援制度（2019年4月現在）

項目 制度 内容

育児

育児休業制度 子が3歳に達するまで取得可能
（法令では1歳になるまで）

育児短時間勤務制度 子が小学校を卒業する前まで取得可能
（法令では小学校入学まで）

産前産後休暇 産前8週間（多胎14週間）、産後8週間

子の看護休暇

小学校就学前の始期に達するまで、傷病に
かかった子の世話、又は予防接種や健康診
断を受けさせるために看護を必要とする場
合、小学校就学前の子が1人の場合は5日、2
人以上の場合には10日取得可能

介護

介護休業制度 要介護状態の家族1人につき184日まで取
得可能

介護休暇制度 要介護状態の家族1人につき年間5日間、 
2人以上の場合には、10日取得可能

その他

中抜け勤務シフト
制度

私事都合により所定の休憩時間を超えて勤
務を外れることができる。中抜け前後の勤
務時間合計が、所定の労働時間になる範囲
で利用可能

生理休暇
女性社員が生理日に、著しく就業に困難な
時は請求により休暇を認め、通常賃金を支
給する

失効年次有給休暇
積立制度

時効にて消滅した年次有給休暇を最大60日
まで積立てることができる。本人から事前
の申し出により、年次有給消化後、本人の傷
病による欠勤、介護の場合に利用できる

ふるさと人事制度
総合職として業務にあたる社員は、全国の
各拠点へ転勤する場合があります。転勤者
については、転勤先で一定期間勤務すると、
元の拠点へ戻ることができます

連続休暇制度 1年間で、3日間と4日間の連続休暇を各1回ず
つ取得可能

女性労働者が、母子保
健法による保健指導
又は健康診査を受け
るための特別休暇

妊娠23週までは4週間に1回、妊娠24週か
ら35週の間は2週に1回、妊娠36週から出
産までは1週間に1回とする

● 行動計画

〈計画期間〉
2016年4月1日～2021年3月31日（5カ年）

〈当社の課題〉
1. 	管理職に占める女性の割合が少ない
2. 	主要業務である家電販売に従事する人の割合が、女

性は男性に比べてやや少なく、管理職を目指す人の
割合も同様に女性はやや少ない

〈目標〉
一般職から管理職に昇格する者に占める女性の割合
を、社員の男女比と同じ15％にする

〈2018年度の取り組み内容および実施時期〉
1. �男女役割分担の意識改革に努め、家電の接客販売に

従事する人の割合において男女差をなくす
（2018年4月）全店の社員部門配置状況を地域別に
集計、数値化

（5月）社内の関係部署で結果を共有、適宜配置転換
を実施

（10月）再集計（以後、半期に1度の集計と社内共有
を継続）

2. 	社内の管理職候補者教育を修了し、認定候補者とな
る女性社員を増やす

（2018年4月）昨年度の認定者を発表、地域別の男
女比を社内で共有 

（10月～）当年の候補者教育開始 
（2019年4月）認定者を発表 
（以後、毎年同様に実施）

3. 	女性の管理職候補者に対し、キャリア研修を実施 
（2018年4月～）各エリアの女性管理職候補者に対
しエリアごとに研修を実施

	 （2019年2月）期中昇格者及び、昇格予定者に対す
る本社での集合研修を実施 

（以後、毎年同様に実施）
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社員とともに
［社会］

ヤマダ電機は、すべての社員が安心して働ける労働
安全衛生環境の維持向上と健康の増進が企業存続の基

基本的な考え方

盤をなすという理念のもと、安全衛生の確保や快適な
作業環境の形成、業務遂行の円滑化および生産性の向
上、社員の健康管理に取り組んでいます。

ヤマダ電機では、全店舗にて月1回、安全衛生委員
会を開催しています。年間テーマ（重点項目・協議項
目）を設定し、毎月年間テーマに対する活動や協議を
行い、その結果を本社の労務部に提出して管理を行っ
ています。

2018年度の安全衛生委員会の年間テーマは「安全管
理、環境管理、健康管理」と定め、ヒヤリ・ハット報
告書作成による労災発生防止、店舗内環境点検（温度、
換気、照度など）、ストレスチェックの実施、年間所定
外労働時間の確認などの活動を各店舗で推進しました。

労働安全衛生の推進体制

安全衛生方針（抜粋）

1. �労働災害ゼロを目指す活動を社員との良好なコ
ミュニケーションの下に続ける

2. �関連諸法令を遵守し、社内規程基準に基づき従業員
の安全を確保する

3. �巡店活動を通じ、転倒防止の指導を継続実施する

4. �非定常時の作業における責任ある推進体制を確立
し、作業後チェックを行う

5. �メンタルヘルスの発生防止を図る

6. �教育・諸活動を実施し、意識の向上を図り、協力会
社へ展開・協力要請する

7. �衛生管理者資格取得の推進を継続実施する

ヤマダ電機社員の労働協約対象者の労働組合加入
率は76.8%です。労使間の対話促進のため、毎月1
回、労使協議会を開催しています。経営側および組合
側との情報共有、労働条件に関する課題解決に向けた
話し合い、活動の報告などを行っています。2018年
度は、災害時の対応、ハラスメントの撲滅、雇用制
度、労働条件、働き方改革などについて協議を行いま
した。

ヤマダ電機全店舗における正社員、契約社員、パー
トタイマー（アルバイト、ショートパート、派遣社員
を除く）に対し、毎年度社内アンケートを実施してい
ます。主な設問は、勤続意欲、仕事への満足度、労
働環境、教育制度、CSR取り組みについてなどです。
2018年度は、6月に798店舗、19,400名を対象に
実施、店舗の回答回収率は92.3%、対象者からの回
収率は79.6%でした。勤続意欲については過去最高
の数値を確認し、仕事への満足度に関しては女性の仕
事への満足度が向上しています。

ヤマダ電機では、社員の出産・育児・介護へのニー
ズに対応するために、転居を伴わないエリア社員制度

を2017年4月から実施しています。出産・育児、親
の介護など、自らのライフプランや家庭環境に合わせ
て働き方の選択を可能にし、安心して暮らせるように
するための制度で、全国に異動の可能性がある総合職
とは異なり、異動はエリア内だけに留まります。

エリア社員制度の導入

ヤマダ電機グループでは、社員の老後の所得確保と
生活の安定に向けた自主的な努力の支援などを目的
として、社員限定の企業型確定拠出年金制度「ヤマ
ダのCoDeCo」を2017年10月からスタートしま
した。節税メリットと運用メリットを活用して将来
のために積み立てる制度です。節税メリットとして
は、給与から税金や社会保険料が引かれていますが、

「CoDeCo」の掛け金には税金や社会保険料がかかり
ません。また運用については、現在、定期預金は年間

企業型確定拠出年金「CoDeCo」の運用

ヤマダ電機では、業務効率化と時間外労働の削減
を目的とし、2019年度より、終業と始業の間に最低
10時間の休息を確保する「勤務間インターバル制度」
を導入しています。この制度の導入を機に、時間外労
働時間の削減とともに、働き方改革を目指します。

勤務間インターバルの導入

健全な労使関係

社内アンケートの実施

で0.01%程度の利息です
が、「CoDeCo」の利用者
は平均2.44%の運用益が
あり、さらに運用益は非課
税となっています。

労働安全衛生
労働災害ゼロに向けて重点項目を定め、さまざま

な対策を講じています。重篤なけがなどにつながる
リスクを排除するため、「ヒヤリ・ハット報告書」を
作成し、個別事例を検討することで再発防止に努め
ています。また、地震や火災などの緊急災害が発生
した際、お客様の安全を確保しつつ的確な初期対応
ができるよう、各店舗で防災訓練を実施しています。

労働災害発生防止に向けた主な取り組み

● 〈単体〉制度利用データ（正社員のみ）

項目 2016
年度

2017
年度

2018
年度

平均勤続年数
（年）

男性 11.8 12.8 13.3

女性 8.9 10.1 10.0

合計 11.4 12.5 12.8

離職率（%） 4.1 4.1 5.0

有給休暇
取得率（%） 合計 19.6 22.0 26.5

育児休業
取得者数（名）

男性 3 5 10

女性 83 89 95

合計 86 94 105

育児短時間
勤務取得者数

（名）

男性 2 1 1

女性 68 85 89

合計 70 86 90

介護休業
取得者数（名）

男性 3 2 1

女性 1 1 1

合計 4 3 2

VOICE

3年前、妻が出産後に統合失調症を患い入院したのを機に、
育児休業制度を利用しました。約4カ月におよぶ長期の休暇取
得となりました。

最低限の引き継ぎをしたとはいえ、急な話にもかかわらず、
中間管理職の私が気兼ねなく休めたのは、同僚の力添えがあっ
たからに他なりません。上司は賛成してくれ、メンバーも労を
厭わず私の抜けた穴を埋めてくれました。復帰する際も、余計

社員が安心して利用できる
育児休業制度へ
営業本部 TVショッピング部
副主事
瀧澤 隼人

な気を遣わず普通に接してくれたことには感謝をして
います。

私の場合は休暇を取得せざるを得ない状況でしたが、利用し
て良かったと改めて思います。育児の大変さを痛感しました
し、休暇への理解も深まりました。先日も男性の部下が育児休
業を取りましたが、私の方から「使った方がいい」と勧めまし
た。近年はワークライフバランスや働き方改革が盛んに叫ば
れ、会社も福利厚生に関する情報を発信しており、休暇取得に
否定的な声も減ってきました。

しかし、未だに制度自体を知らない人、長期の休養に負い目
を感じている人は少なからずいます。制度がしっかりとあり、
それを会社が奨励し、社員が安心して利用できる。そういう仕
組みと雰囲気が重要だと思います。
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ヤマダ電機では、2014年にお取引先向けの取引方
針を改訂し、公平・公正な取引をCSR経営の重要ポ
イントとして取り組んでいます。国内の主要家電メー
カーおよび生活用品メーカーや卸売業者など、さまざ
まな企業との間で取引を行っていますが、その中でも
家電メーカーはCSRについても優れた知見を有して
おり、先進的な取り組みを行っている企業が数多くあ
ります。ヤマダ電機では、お取引先との間でお互いの
CSR活動に対する理解を深め、企業の社会的責任に対
する情報共有を進めて、双方の知見を活かした健全な
パートナーシップの構築を目指しています。

2018年度は、取引方針の8項目に基づいたアン
ケート調査を主要取引先、およびSPA商品委託製造
会社を対象に実施し、回収率は95.9％でした。今後
は、取引先方針をより多くのお取引先に周知すると
同時にアンケート実施社数の拡大を図り、お取引先
とともに社会的責任を果たしていきます。

基本的な考え方

今般、バリューチェーン全体にわたるコンプライ
アンスの取り組みが重視されています。ヤマダ電機

2018年度における取引先アンケートの結果

公正な取引

取引先アンケートの実施

社員とともに
［社会］

ビジネスパートナーの皆様と健全かつ透明な取引関係を維持し、
公正な事業慣行に基づいた共存共栄を目指しています。

お取引先とともに
［社会］

グループでは「ヤマダ電機 CSR倫理綱領」に基づき、
環境・社会・倫理などにおける法令遵守を推進してい
ます。ヤマダ電機グループが提供する商品やサービス
は国内および海外の数多くの法人の手を経てお客様へ
提供されますが、どの過程においても各種法令が遵守
され、環境・社会・倫理面で問題のないものを提供し
たいと考えています。そのため、ヤマダ電機グループ
では、「ヤマダ電機取引方針」に基づき、年1回主要
お取引先（1次および2次）を対象にアンケート調査を
実施しています。回答結果については集計・分析を行
い、リスクが高いと懸念される場合にはヒアリングや
改善要請などの対応を行っています。

1. ��法令遵守 
該当する法令及び国際的なルールに遵守している

2. �人権の尊重 
企業活動に係るすべての人の人権と個人の尊厳を尊
重し、ハラスメントや非人道的な活動を行わない

3. �労働・雇用 
労働に対して現地法令に基づく最低賃金を踏まえた
適切な賃金を支払う

4. �環境保全 
環境法令に遵守すると共に、環境負荷の低減や汚染
予防に努める

5. �公正な取引 
公正で透明な取引、自由で適正な競争を行う

6. �商品の安全確保 
商品・製品の品質及び安全性の確保と向上に努める

7. �情報の取扱い 
情報の取扱いや管理に十分留意し、目的外利用を禁
ずる

8. �地域社会との共生と貢献 
地域社会と良好な関係を維持し、地域貢献に資する
活動を推進する

ヤマダ電機取引方針（抜粋）
（2011年制定、2014年改訂）

項目 主要取引先 SPA商品委託製造会社 計

実施社数（社） 48 25 73

回収率（%） 93.8 100 95.9

● 〈単体〉ストレスチェック受診率

2016年度 2017年度 2018年度

93.4 92.7 91.2

● アンケート調査の実施状況

● アンケート結果

〈1次取引先〉すべての項目で90％以上の実施率を確
認でき、特に労働・雇用、商品の安全確保、情報の取り
扱いに関しては、実施率100％を達成しました。今後
の課題は、環境保全と地域社会活動のさらなる実施率
向上です。

〈2次取引先〉全体平均実施率は、1次取引先より低く、
80％未満となりました。実施率の高い項目は製品と安
全確保と法令遵守で、今後の課題となる項目は、1次
取引先の課題同様、環境保全および地域社会貢献でし
た。1次および2次取引先を含め、環境・地域社会へ貢
献するためにヤマダ電機グループ全体で取り組みを
強化していきます。

2018年度における労働災害で、重大災害の発生は
ありませんでした。労働災害が発生した場合は、全店
舗で毎月1回開催している安全衛生委員会で改善策を
含めた報告書の提出を義務付けています。今後も全社
を挙げて安全管理レベルの向上に努めます。

社員が持てる能力を最大限発揮してそれぞれの仕事
に従事できるよう、健康管理とメンタルヘルスに対す
る啓発と指導を行っています。

身体的な健康面では、生活習慣病の予防を目的とし
て定期健康診断を実施するとともに、その結果をもと
にした特定保健指導を実施しています。

メンタルヘルスについては、法令に基づいたストレ
スチェックを実施し、社員自らのストレスの状況に対
する気づきを促すことでメンタル不調のリスクを低減
させる取り組みを行っています。また、気軽に電話相
談ができるよう医療機関と協力して相談窓口（フリー
ダイヤル）を設置しています。さらに、メンタルヘル
スに関する正しい知識と万一の場合の対処方法を習得
するために、産業医による管理監督者向けのライフケ
ア教育を実施しており、2018年度は、双方向で意見
交換ができるテレビ勉強会を4回実施し、メンタルヘ
ルスを含む健康全般についての理解を深めました。

労働災害の発生状況

健康管理とメンタルヘルス

グループ会社における取り組み

シー・アイ・シーは、障がい者の雇用促進に積極的
に取り組んでいます。2018年度の雇用率は2.47％
と法定雇用率2.2％を上回っています。さらに、職業
訓練先として職業訓練校・特別支援高等学校からの受
け入れを行い、社会人としての基本的なマナーやルー
ル、安全衛生などの実習を行っています。今後も受け
入れの強化を図り、引き続き障がい者の雇用を推進し
ていきます。

ヤマダホームズ発祥の地である大阪市では、法令の
遵守にとどまらず、「意欲のある女性が活躍し続けら
れる組織づくり」「仕事と生活の両立（ワークライフバ
ランス）支援」「男性の育児や家事、地域活動への参画
支援」について積極的に推進する企業などを、一定の
基準に則り認証し、当該の企業などが社会的に認知さ
れることでその取り組みが広く普及するよう、「女性
活躍リーディングカンパニー」認証事業を実施してい
ます。ヤマダホームズはこの「女性活躍リーディン
グカンパニー」として「認証レベル2（最高レベル）」、

「イクメン推進企業」の認証を受けています。
また、「女性意見を活かす商品開発活動」「男性育児

休暇の取得推進」など、10年以上にわたる女性活躍
推進活動が認められ、「平成29年度　大阪市女性活
躍リーディングカンパニー市長表彰」では「優秀賞」
を受賞。平成30年度発刊の「大阪市女性活躍リー
ディングカンパニー図鑑」には「イクメン、カジダン、
イキメンを増やす企業」として掲載されました。

シー・アイ・シーは、“環境”をキーワードに廃棄物
の収集・運搬・処理とリユース事業に取り組み、21
世紀の循環型社会を目指しています。

障がい者雇用促進への取り組み

「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」に認証

株式会社シー・アイ・シー

株式会社ヤマダホームズ

（単位：%）
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ヤマダ電機は、持続的な成長を続けて企業価値を高め、社会に貢献していくことが使命であると考え、
株主・投資家に向けて適時・適正な情報開示を行い、積極的なコミュニケーションに努めています。

株主・投資家とともに
［社会］

ヤマダ電機は、株主や投資家をはじめとした各ス
テークホルダーの皆様にホームページにおいて、IR
情報として決算情報やプレスリリースなどの開示資
料に加え、新商品開発や新たな取り組みの開始に伴
う情報などを開示し、ヤマダ電機に対する理解を深
めていただけるよう努めています。

ヤマダ電機は、従来より外国人持株比率が高く、
グローバルな視点で経営の業績や経営方針を説明す
る機会が多くあります。事業戦略やCSRに関する取
り組みについても、国内および海外で年間200回前
後の投資家やアナリストの方々とのミーティングを
行っています。

事業・財務情報の適時・適正な開示

株主・投資家とのコミュニケーション

● 株式保有比率（2019年3月）

ヤマダ電機の利益配分は、株主様に対する配当の
安定性と継続性を最重要方針としています。

ヤマダ電機は、将来における持続的な企業価値向
上に向け、資金効率の向上を図りつつも、将来にお
ける企業価値の向上や経営基盤の強化による安定し
た成長、業界内におけるシェアの維持・向上のため
の内部留保も不可欠であると考え、連結配当性向
30％以上を目標とし、財政状況や当期の業績などを
勘案して配当金額を決定しています。

今後も安定した利益成長に基づく持続的な配当を
目指していきます。

利益配分に関する基本方針

ヤマダ電機は、定時株主総会を毎年6月に開催し
ています。株主総会の招集通知を早期にお届けし、
株主の皆様に議案を十分にご審議いただけるよう努
めています。また、株主の皆様からのご質問に対し
ては、ヤマダ電機の取り組みをよりいっそうご理解
いただくため、わかりやすい説明を心がけています。

投資家の皆様には、アナリストや機関投資家向け
の「決算説明会」に加え「個人投資家向け説明会」
を16年連続開催しており、毎回、経営トップより直
接ヤマダ電機の経営理念や経営方針、現在の業績と
今後の事業戦略について説明し、理解を深めていた
だいています。

● 〈単体〉1株当たりの配当金
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● 投資家等とのミーティング回数
年度 回数

2016年度 194

2017年度 192

2018年度 221

● 個人投資家向け説明会
開催時期 開催地 参加人数

2016年9月 東京 297名

2017年9月 東京 267名

2018年9月 東京 300名

● IR活動内容
対象者 IR活動

国内機関投資家・アナリスト
四半期ごとの説明会開催
決算説明会
個別訪問

海外機関投資家 個別訪問
海外投資家向けカンファレンス参加

個人株主・投資家 個人投資家向け説明会

個人その他
11.3%

金融商品取引業者
1.7%

外国法人等
33.7%

金融機関
22.9%

自己株式
15.8%

その他の
法人
14.6%

※小数点第2位以下を
　四捨五入

個人投資家向け説明会

株主総会

IR活動

ヤマダ電機では、株主様の日頃のご支援に感謝し、
当社株式の投資の魅力を高め、長期的にヤマダ電機
株式を保有していただける株主様を増やしていくこ
とを目的に、株主優待制度を設けています。株主優
待制度は所有株式数に応じたものと保有期間に応じ
たものを用意しており、年2回、3月末と9月末を基
準日に「株主様お買物優待券」を贈呈しています。

株主優待制度

● 主要なステークホルダーとの経済的関係
ステーク
ホルダー 算出方法等 2017年

3月期
2018年
3月期

2019年
3月期

株主 株主にお支払いした
配当金の額 104.6 104.0 105.7

社員および
役員

販売費および一般管理
費のうち人件費および
役員報酬の合計額

1,539.1 1,569.9 1,577.2

行政 法人税、住民税および
事業税 209.7 121.0 143.4

主要なステークホルダーとの経済的関係は、下記
の通りです。詳細は、決算短信・有価証券報告書を
ご参照ください。

主要なステークホルダーとの経済的関係

www.yamada-denki.jp/ir/

見 本 見 本

（単位:億円）

（単位:回）

※ 地域社会に向けた活動はP.42-43をご参照ください
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小売業は地域社会に根ざした企業活動を通して、皆様の理解・支持を得ながら、
その発展に貢献することが求められています。ヤマダ電機は、コミュニティの一員として
地域社会と共生し、信頼関係を深めていくよう努めています。

地域社会とともに
［社会］

2018年度は日本各地で甚大な自然災害が発生しま
した。ヤマダ電機は被災された皆様がもとの生活を取
り戻せるよう、グループ各店と事業所で義援金の募金
活動を実施しました。

募ったのは6月の台風7号および西日本を中心に広
範囲で発生した豪雨、台風21号（9月）および北海道
胆振地方東部を震源とする地震（9月）で被災された皆
様への義援金です。寄付金は総額4,714,912円に上
り、全額を日本赤十字社に寄贈しました。

全国の皆様のあたたかいご支援に改めて深く感謝
するとともに、被災地の一日も早い復興を願ってい
ます。

災害義援金の募金活動を実施

ヤマダ電機とその創業者が設立した公益財団法人
山田昇記念財団は、2016年度から、児童養護施設や

児童養護施設などを巣立つ子どもたちへの自立支援

2018年12月、第8回ヤマダ電機杯 ｢高崎市小学
生駅伝競走・マラソン大会｣｢東日本大震災復興支援交
流駅伝競走大会｣ を、群馬県高崎市の浜川競技場・浜
川運動公園内周回コースにて開催（高崎市陸上競技協
会と共催）しました。

本大会は高崎市の小学生の健康増進と体力向上に加
え、人材交流もテーマに毎年開催している冬の恒例イ
ベントです。例年、「震災復興支援交流駅伝」の名の
もと、群馬ダイヤモンドペガサス（独立リーグに所属
する県内のプロ野球チーム）の協力を得て福島県の野
球チームを招き、駅伝に参加していただいています。
選手たちと1本のタスキをつないでゴールを目指す経
験は、地元の小学生にとってはいわば“異文化交流”
の機会となり、視野を広げる契機にもなっています。

大会終了後には、ヤマダ電機陸上競技部の選手によ
る実演イベントを実施し、陸上競技の普及も図っていま

す。今後もヤマダ電機は、大会開催を通じてスポーツ振
興や人材育成を図るなど、地域に貢献していきます。

人材交流を兼ねた駅伝・マラソン大会を共催

子どもたちの健全な育成を掲げる公益財団法人山田
昇記念財団は、2018年12月、聴覚に障がいのある
子どもに走る楽しさを教える「デフ陸上教室」を高崎
市立新町中学校（群馬県高崎市）で開催しました。

講師に迎えたのは、日本屈指のハードラーである
札
ふ だ ば  ひ ろ き

塲大輝選手（ヤマダ電機陸上競技部）、そして聴覚
障がい者のオリンピック「デフリンピック」の陸上リ
レー種目で2017年に金メダルに輝いた設

したら あきひさ
楽明寿選手

です。参加した15名（幼稚園3名、小学生10名、中
学生1名、高校生1名）を前に、札塲選手が速く走る
ための技術指導を手話で行うとともに、トップレベル
のパフォーマンスを披露しました。設楽選手は自身の
経験を踏まえてデフリンピックを紹介し、子どもたち
にスポーツの魅力を伝えました。

今回の教室のようなイベントは、トップアスリート
と子どもが交流できる貴重な機会と捉えています。今
後もスポーツが根付いた地域文化づくりを推進してい
きます。

聴覚障がいのある子どもを招いて
「デフ陸上教室」を開催

社会貢献

〈寄付金詳細〉
●「台風7号」および「西日本豪雨」に伴う義援金
・�実施期間 

第1次：7月10日～22日 
第2次：7月24日～8月5日 
第3次：8月9日～9月2日

・寄付金総額／3,590,016円
●�「台風21号」に伴う活動資金の一部および 
「北海道胆振東部地震」に伴う義援金

・実施期間／9月7日～30日
・寄付金総額／1,124,896円

グループ会社における取り組み

シー・アイ・シーは、地元群馬県が推進する「美し
いふるさと群馬づくり」活動に参加しました。春と秋
の「環境美化月間」である5～6月、9～10月には、
自治体などと連携して従業員6名ずつが清掃活動に参
加する傍ら、ごみの不法投棄防止や減量化、植栽・植
林などを呼びかけました。今後も、地域社会の一員と
して、継続的な環境美化活動に取り組んでいきます。

ヤマダホームズは、2017年度に引き続き、2018
年度も、日本工学院専門学校の蒲田校にて、都市型住
宅をテーマとする設計実習の授業を担当しました。課
題提供、エスキス指導、最終評価を行い、エネルギー
やエコ・スマート技術を活用した設計技術の習得に貢
献しています。2019年度も引き続き、実践的な人材
育成の支援をしていきたいと考えています。

地域とともに歩む環境美化活動

産学連携で専門学校での専門課程の
設計実習を担当

株式会社シー・アイ・シー

株式会社ヤマダホームズ

自立支援ホームなどを巣立つ子どもたちに、生活必需
家電製品をセットにして無償で提供しています。社会
的養護の施設で暮らす子どもたちは、18歳（高校卒
業）を過ぎると施設を退所しなければなりません。独
立に際しては経済的に大きな負担を強いられます。そ
れを少しでも軽減するための支援です。

3回目となる2018年度は、18名（児童養護施設：
13名、自立援助ホームなど：5名）に計76台（冷蔵庫
16台、洗濯機13台、電子レンジ15台、炊飯器15台、
掃除機17台）をプレゼントしました。

子どもたちの自立した生活を支援するため、今後も
この取り組みを続けていく方針です。

● 家電支援台数と支援者数
■家電支援台数　●支援者数

2017年3月期

44

（台） （名）

2018年3月期

73

2019年3月期

7680
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札塲大輝選手
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ヤマダ電機は、社会から信頼されるために、透明で公正な持続性のある企業活動の基盤となる
コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

コーポレート・ガバナンス
［ガバナンス］

役員紹介

❶ 代表取締役会長

山
やま

田
だ

 昇
のぼる

　1943年2月11日生

1983年 	9月 	当社代表取締役社長
2008年	 6月 	代表取締役会長 兼 代表執行役員CEO
2013年 	6月 	代表取締役社長 兼 代表執行役員CEO
2016年	 4月 	代表取締役会長 兼 取締役会議長
2019年 	6月 	代表取締役会長（現任）

❷ 代表取締役副会長 兼 代表執行役員CEO

一
いち

宮
みや

 忠
ただ

男
お

　1955年8月13日生

1986年	 7月	 当社取締役
1987年	 5月	 常務取締役
1988年	 5月	 専務取締役
1995年	 4月	 取締役副社長
2008年	 6月	 代表取締役社長 兼 代表執行役員COO
2013年	 6月	 代表取締役副社長 兼 代表執行役員COO
2014年	 5月	 代表取締役副社長 兼 代表執行役員COO
		  兼 営業本部長
2014年	12月	代表取締役副社長 兼 代表執行役員COO
		  兼 商品本部長
2016年	 4月	 代表取締役副会長 兼 代表執行役員CEO
		 （現任）

❸ 取締役 兼 執行役員副会長

桑
くわ

野
の

 光
みつ

正
まさ

　1954年12月19日生

2005年	12月	当社執行役員 礎生塾塾長
2006年	 6月	 取締役 常務執行役員 総務本部副本部長
2008年	 6月	 取締役 兼 執行役員専務 総務本部副本部長
2010年	 8月	 取締役 兼 執行役員専務 総務本部長 
		  兼 礎生塾塾長
2012年	 4月	 取締役 兼 執行役員専務 総務本部長
2013年	 6月	 取締役 兼 執行役員常務 総務本部長
2014年	 1月	 取締役 兼 執行役員常務 総務本部長 
		  兼 人事構成改革室長
2015年	 3月	 取締役 兼 執行役員常務 総務本部長
2016年	 4月	 代表取締役社長 兼 代表執行役員COO
2018年	 6月	 取締役 兼 執行役員副会長（現任）

❹ 代表取締役社長 兼 代表執行役員COO

三
み

嶋
しま

 恒
つね

夫
お

　1959年9月10日生

2017年	1月	当社会長付顧問
2017年	6月	執行役員副社長
2018年	6月	代表取締役社長 兼 代表執行役員COO（現任）

❺ 取締役 兼 執行役員副社長

飯
いい

塚
づか

 裕
ひろ

恭
やす

　1965年1月18日生

1991年	 4月	 当社情報処理部長
1993年	 6月	 取締役 システム事業本部長
2000年	10月	 常務取締役
2002年	 7月	 専務取締役
2004年	 6月	 取締役 専務執行役員　
2004年	12月	 取締役 専務執行役員 情報システム事業部長
2008年	 6月	 取締役 兼 執行役員副社長CIO
		  IT事業本部長 兼 システム事業部長
2013年	 6月	 取締役 兼 執行役員専務CIO
		  IT事業本部長 兼 システム事業部長
		  兼 国内NET販売事業部長
2015年	 3月	 取締役 兼 執行役員専務CIO
		  IT事業本部長 兼 システム事業部長
2016年	 1月	 取締役 兼 執行役員専務
		  Newビジネス開発室長
2018年	 4月	 取締役 兼 執行役員副社長
		  Newビジネス開発室長
		  兼 インターネット事業部長
2018年	 6月	 取締役 兼 執行役員副社長
		  Newビジネス開発室長（現任）

❻ 取締役 兼 執行役員専務

岡
おか

本
もと

 潤
じゅん

　1956年4月28日生

2006年 4月	当社社長室付顧問
2006年 6月	取締役 専務執行役員
2007年 6月	取締役 専務執行役員 経営企画室長
2008年 6月	取締役 兼 執行役員専務 経営企画室長
2012年 4月	取締役 兼 執行役員副社長 経営企画室長
	 兼 S×L担当室長 兼 CSR推進室長
2013年 6月	取締役 兼 執行役員専務 経営企画室長
	 兼 S×L担当室長 兼 CSR推進室長
2016年 4月	取締役 兼 執行役員専務 経営企画室長
	 兼 CSR推進室長（現任）

� 常勤監査役

五
いがらし

十嵐 誠
まこと

　1964年8月4日生

1999年	6月	当社取締役 経理部長
2001年	4月	常務取締役 商品管理事業本部副本部長
2003年	5月	専務取締役 管財本部長
2004年	6月	取締役 専務執行役員 管財本部長
2007年	6月	取締役 専務執行役員 管財本部長
		 兼 関係会社管理室長
2008年	6月	取締役 兼 執行役員専務
		 海外事業戦略室長
2010年	3月	取締役 兼 執行役員専務
		 海外事業戦略室長 兼 LABI開発室長
2012年	4月	取締役 兼 執行役員専務CFO 管財本部長
2013年	6月	取締役 兼 執行役員常務CFO 管財本部長
2014年	6月	常勤監査役（現任）

� 監査役（社外）

高
たか

橋
はし

 正
まさ

光
みつ

※
　1955年2月9日生

1985年	 3月	 税理士登録
1985年	 7月	 高橋正光税理士事務所 代表
1987年	 3月	 中小企業診断士登録
1990年	12月	有限会社高橋税務経営事務所 代表取締役
		 （現任）
2007年	 6月	 当社監査役（現任）
2009年	 1月	 ひかり税理士法人 代表社員（現任）

� 監査役（社外）

飯
いい

村
むら

 北
そむく

※
　1953年4月14日生

1986年	 4月	 弁護士登録
		  枡田・江尻法律事務所 入所
1988年	10月	 米国Rogers&Wells法律事務所
		 （現Clifford Chance法律事務所）出向
1991年	 7月	 枡田・江尻法律事務所 復帰
1992年	 1月	 同所パートナー弁護士
2007年	 7月	 合併により 西村あさひ法律事務所 入所
		  同所パートナー弁護士
2014年	 6月	 マルハニチロ株式会社 社外取締役（現任）
2016年	 6月	 当社監査役（現任）
2017年	 2月	 株式会社不二越 社外監査役（現任）
2019年	 1月	 弁護士法人西村あさひ法律事務所 社員
		 （現任）

� 取締役（社外）

得
とく

平
ひら

 司
つかさ

※
　1954年5月3日生

1974年	4月	 株式会社販売能率増進本部 入社
1984年	4月	 同社指導部長
1987年	2月	 有限会社フィック 代表取締役社長（現任）
2007年	7月	 株式会社クロス 代表取締役社長（現任）
2014年	6月	 当社取締役（現任）

� 取締役（社外）

福
ふく

山
やま

 裕
ひろ

幸
ゆき

※
　1942年12月15日生

1965年	 4月	 株式会社日立製作所 入社
1990年	 5月	 日立エアコンディショニングプロダクツ
		  マレーシア社 社長
1999年	 4月	 株式会社日立製作所 理事 家電グループ
		  家電営業本部長
2000年	 4月	 株式会社日立GEライティング 取締役社長
2002年	11月	 株式会社日立製作所 理事 品質保証本部長
2007年	 4月	 同社執行役常務 品質保証・生産技術担当
2008年	 3月	 同社退任
2008年	 4月	 福山裕幸技術士事務所 代表（現任）
2015年	 6月	 当社取締役（現任）

� 取締役 兼 上席執行役員

福
ふく

田
だ

 貴
たか

之
ゆき

　1974年8月30日生

2003年	6月	 当社法務相談室長
2009年	4月	 開発本部 店舗管理部 部長代理
2011年	2月	 開発本部 店舗管理部 店舗管理課 部長
2012年	4月	 理事 開発本部 店舗施工管理部長
2013年	5月	 理事補 開発本部 店舗施工管理部長
2016年	6月	 取締役 兼 上席執行役員 開発本部
		  店舗施工管理部長
2018年	4月	 取締役 兼 上席執行役員 開発本部長
		  兼 店舗施工管理部長（現任）

� 取締役 兼 上席執行役員

小
こ

暮
ぐれ

 めぐ美
み

　1976年10月18日生

2011年	5月	 当社秘書室 次長
2012年	5月	 部長 秘書室長
2016年	4月	 理事補 秘書室長
2017年	5月	 理事 秘書室長
2018年	4月	 執行役員 秘書室長 兼 人材開発室長
2018年	6月	 取締役 兼 上席執行役員 秘書室長
		  兼 人材開発室長
2019年	4月	 取締役 兼 上席執行役員 秘書室長
		  兼 人事総務本部長（現任）

� 取締役 兼 上席執行役員

福
ふく

井
い

 章
あきら

　1965年6月6日生

2017年	6月	 当社執行役員 法人事業本部 副本部長
2017年	9月	 執行役員常務 法人事業本部長
2018年	4月	 執行役員常務 セグメント事業本部
		  法人事業部長
2018年	6月	 取締役 兼 上席執行役員 営業本部
		  法人事業部長
2018年	8月	 取締役 兼 上席執行役員 管財本部長（現任）

❼ 取締役 兼 執行役員常務

小
こ

林
ばやし

 辰
たつ

夫
お

　1964年7月6日生

2007年	 6月	当社常務執行役員 営業総合企画室長
2008年	 6月	取締役 兼 執行役員常務 営業本部
		 営業統括部長
2010年	 2月	取締役 兼 執行役員常務 第一営業本部長
2012年	 4月	取締役 兼 執行役員常務 営業本部
		 営業推進事業部長 兼 第一営業事業部長
2013年	 6月	取締役 兼 上席執行役員 営業本部
		 営業推進事業部長 兼 第一営業事業部長
2013年	12月	取締役 兼 上席執行役員 営業本部
		 営業推進室長 兼 東日本営業事業部長
2014年	 6月	取締役 兼 上席執行役員 法人事業本部長
2016年	 6月	取締役 兼 執行役員常務 法人事業本部長
2017年	 9月	取締役 兼 執行役員専務 営業本部長
2017年	10月	取締役 兼 執行役員専務 家電事業本部長
2018年	 4月	取締役 兼 執行役員専務
		 セグメント事業本部長
2018年	 6月	取締役 兼 執行役員常務
		 システム事業本部長
2019年	 1月	取締役 兼 執行役員常務 IT事業本部長
		 兼 インターネット事業部長（現任）

❽ 取締役 兼 執行役員常務

樋
ひ

口
ぐち

 春
はる

彦
ひこ

　1960年3月9日生

2005年 6月 当社取締役 常務執行役員 法務相談室長
2008年 6月 取締役 兼 執行役員常務 法務室長
2013年 6月 取締役 兼 上席執行役員 法務室長
2016年 6月 取締役 兼 執行役員常務 法務室長（現任）

❾ 取締役 兼 執行役員常務

上
うえ

野
の

 善
よし

紀
のり

　1971年12月2日生

1990年	 4月	株式会社ベスト電器 入社
2010年	 3月	同社新中期経営計画推進室 次長
2010年	 6月	同社販促部 次長
2014年	 4月	当社入社 営業本部 営業戦略室長
2016年	 4月	営業戦略本部長
2016年	 6月	取締役 兼 上席執行役員 営業戦略本部長
		 兼 住設コラボ販売戦略室長
2017年	10月	取締役 兼 上席執行役員 家電事業本部
		 営業商品戦略室長
2018年	 4月	取締役 兼 執行役員常務 商品本部長（現任）

※東京証券取引所の上場規則に基づく独立役員です

❶ ❺❷ ❹❸

� ❼ ❽❾ ❻ �� � �� � �

（2019年6月27日現在）
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基本的な考え方

ヤマダ電機は、監査役設置会社として監査役会制
度を採用しており、取締役会と監査役会により業務

ヤマダ電機は、経営の透明性を高め、公正な企業活
動を行うとともに、経営責任の明確化と経営の迅速な
意思決定を図り、企業価値、株主価値の継続的な維持
向上に努めています。

執行の監督および監視を行っています。また、「経営
の意思決定と監督機能」と「業務執行機能」を明確
化し、経営環境の変化に迅速に対応できるよう、各
執行役員による業務執行体制を導入しています。代
表取締役会長と代表取締役副会長 兼 代表執行役員
CEO（最高経営責任者）、代表取締役社長 兼 代表執
行役員COO（最高執行責任者）を経営責任者とする
組織のもと、各事業部門ならびに各種委員会・分科
会を開催し、各執行役員が担当の業務執行に専任し、
経営に対する責任を明確にする体制をとっています。

● コーポレート・ガバナンス組織図

取締役会は、取締役で構成されており、定時取締役会を毎月1
回開催しています。また、必要に応じて臨時取締役会を開催し
ており、重要事項はすべて付議され、業績の進捗状況への対応
も迅速に行っています。

取締役会

経営会議は、取締役会の開催週を除き、原則毎週開催し、経営課
題や各執行役員の業務執行の進捗管理について報告が行われ、
対策を迅速に行っています。

経営会議

内部監査の充実を図るために副会長直属の内部監査室を設置
し、専任7名が日常の監査業務や、棚卸し業務の立会など、内部
牽制、内部監査業務に従事しています。また、監査役および監査
法人とも、その都度情報交換をして積極的に連携し、会社の業
務活動が適正・効率的に行われているかという観点から監査を
行っています。

内部監査室

各監査役は、取締役会、各種委員会に出席し、適法性、妥当性な
どの観点から意見を述べるほか、業務執行の状況などの調査、
取締役や執行役員との定期的な意見交換を実施しています。さ
らに内部監査室および監査法人と連携を取りながら、経営の健
全性確保に向けた監査を行っています。

監査役会

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス
［ガバナンス］

取締役会へ案件を付議

報告・付議

取締役会へ案件を付議

報告・付議

改善提案

業務遂行
会計監査

アドバイス、
指導、参加

ア
ド
バ
イ
ス
、指
導
、参
加

社
内
通
報
制
度

選
任・解
任

選
任・解
任報

告・提
案

業
務
監
査

報
告

株主総会

監査役会

選任・解任

取締役会

選任・解任 報告・議案付議

事業計画進捗管理会議経営会議

選任・解任・監督選任・解任・監督

各部署、店舗・営業所・各センター等のサービス拠点、従業員

リスク管理
委員会

会計監査人

法律顧問

選任・解任

社外アドバイザー
相談

選任・解任

報告・提案
CSR委員会
相談

アドバイス

コンプライアンス委員会
およびCSR関連の委員会・分科会

内部監査室

事業部門別の
委員会・分科会

執行役員主催の
委員会・分科会

報告・周知・教育
法令遵守に関する監視および教育

CSRに関する監視および教育

業務監査

アドバイス

重要な業務遂行に関する指示重要な業務遂行に関する指示

主な項目 人数（名）

機関設計の形態 監査役設置会社

取締役の人数 17

社外取締役の人数（うち独立役員の人数） 2（2）

執行役員の人数（うち取締役と兼務の人数） 21（11）

監査役の人数 3

社外監査役の人数（うち独立役員の人数） 2（2）

女性役員の人数 1

取締役の任期 2年

会議体 開催回数 社外役員の平均出席率

取締役会 21 100%

監査役会 12 100%

内部統制システム

ヤマダ電機は、「内部統制システム基本方針」に基
づき、コンプライアンスや情報管理、リスクマネジメ
ントなどの取り組みを強化することで、より実効性の
あるガバナンス体制を運用しています。

経営方針発表会

ヤマダ電機グループでは、毎年1月にヤマダ電機本
社にて経営方針発表会を開催しています。会議には、
ヤマダ電機の役員をはじめ各事業部の代表者、エリア
長、ヤマダ電機グループ会社の代表者が参加します。
グループ代表取締役からは、次年度の方針が発表さ
れ、各事業部、各グループ会社の年度の取り組み計画
を振り返り、進捗の報告と今後の目標を確認します。

ヤマダ電機は、毎年度、各取締役が事業計画の進捗
確認による自己評価を行い、社外取締役・監査役の見
解を踏まえ、取締役会全体の実効性に関する分析・評
価を行っています。評価結果に基づき、引き続き企業
価値を向上させ経営能力の向上に努めます。

取締役会の実効性評価

役員報酬

ヤマダ電機の取締役の報酬などは、株主総会で承認
された各報酬総額の範囲内において、貢献度、財務状
況、経済情勢を考慮の上、規定に則り取締役会で決定
しています。監査役の報酬などは、株主総会で承認さ
れた各報酬総額の範囲内において、監査役会の協議に
より決定しています。

● コーポレート・ガバナンス体制概要（2019年6月27日現在）

● 主な会議体の開催状況（2018年度）

● �役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および	
対象となる役員の員数

役員区分
取締役

（社外取締役を
除く）

監査役
（社外監査役を

除く）
社外役員

報酬等の総額（百万円） 946 21 20

報酬等の
種類別の総額

（百万円）

固定報酬 606 21 20

業績連動報酬 — — —

ストック
オプション 340 — —

対象となる役員の員数（名） 15 1 4
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［ガバナンス］

コンプライアンス（法令遵守）とリスクマネジメントを企業経営の重要課題と位置づけ、
グループ会社を含めたコンプライアンスの徹底、実効性の高いリスク管理活動に取り組んでいます。

コンプライアンス／リスクマネジメント

コンプライアンスの推進

ヤマダ電機は、コンプライアンスの確立・徹底に向
け、年間を通じて社員に向けた教育・研修ならびに啓
発活動を実施しています。

ヤマダ電機では、リスクの発生防止に関する管理体
制および発生したリスクへの対応について「リスク管
理基本規程」を定め、部署ごとに同規程に基づくリス
ク管理マニュアルを作成し、運用しています。

リスクマネジメント

ヤマダ電機は、事業活動に影響を与えるリスクに適
切に対応するため、管理体制を整備し、運用しています。

グループ会社におけるコンプライアンス、
リスクマネジメントの取り組み

ヤマダ電機は、各グループ会社よりコンプライアンス
の取り組みの報告を受け、定期的にコンプライアンス委
員会に報告しています。また、リスク管理においては、
各グループ会社で定めている基本方針に沿った取り組
みを推進しています。 今後も、ヤマダ電機グループ全
体でのコンプライアンス、リスクマネジメントの強化を
図り、継続的に取り組みを進めていきます。

コンプライアンスの周知徹底を図るため、担当取締
役を委員長とするコンプライアンス分科会を設置し、
毎週開催しています。同分科会では、毎月強化テーマ
を定め、問題点の抽出と改善策の議論を行い、情報共
有や適切な対処を図っています。

ヤマダ電機では、総務本部長を委員長とする「リス
ク管理委員会」を月1回開催し、業務上のリスクを特
定し、その対応策を策定するとともに、必要な情報を
共有しリスク発生の未然防止に努めています。また、
これらの活動状況を取締役会で報告しています。

お取引先企業との接点が多い商品部所属の社員を主
な対象とした、コンプライアンス研修を随時開催して
います。研修では、独占禁止法や下請法などに違反し
た企業の過去事例を参考に教育を行っています。

コンプライアンス推進体制

コンプライアンス研修

大規模災害発生時の事業継続計画（BCP）として、
被害を最小限に抑えるための事前行動を徹底するた
め、「防災対策基本方針」および ｢災害対処マニュア
ル｣ に基づく体制を構築しています。東日本大震災
の経験から、携帯電話を利用した社員の災害時安否
確認システム導入などの大規模災害を想定した対策
を行っています。

ヤマダ電機では、コンプライアンス違反の未然防止
を図るため、社内外からの通報受付窓口として内部通
報制度を運用しています。 また、コンプライアンス
関連だけでなく、ハラスメントや差別など、人権に関
する通報・相談も受け付けています。匿名でも可能

内部通報制度

テーマ

2018年

4月 景品表示法

5月 建設業法

6月 建設業法

7月 パワハラ防止

8月 セクハラ防止

9月 消費税増税

10月 長時間労働

11月 個人情報保護

12月 インサイダー取引防止

2019年

1月 下請代金支払遅延等防止法

2月 建設業法

3月 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

テーマ 対象者 研修方法

景品表示法 店舗の管理職 TV会議

景品表示法 本部商品部 外部の弁護士を招き、
集合研修

● コンプライアンス分科会のテーマ（2018年度）

● 主なコンプライアンス研修（2018年度）

ヤマダ電機では、多数のお客様の個人情報を適切
に管理するための取り組みを継続的に進めるため、
情報セキュリティ基本方針を策定し、これを徹底し
ています。

また、本社が情報セキュリティマネジメントシス
テム（ISMS）の国際規格ISO/IEC27001の認証を取
得し、ISMSに基づく管理体制をグループ全体で構築
しています。業務委託先（再委託先を含む）に対して
も、個人情報の管理責任者、安全管理責任者の選任

など、ヤマダ電機と同様の管理体制の構築・運用を
要請しています。

ヤマダ電機では、コンプライアンス研修の一環と
して、職場のハラスメント問題をはじめ、LGBTへ

の理解促進、ビジネス遂行上の人権問題などさまざ
まな場面でのテーマを取り上げています。グループ
会社においても、各社の行動規範に人権尊重の経営
姿勢を明記するなど、ヤマダ電機グループとして人
権を尊重した経営姿勢を共有しています。また、お
取引先にアンケートを実施し、お取引先の労働環境
などの人権課題状況を確認しています。

人権尊重の取り組み

▶P.39 〈取引先〉 取引先アンケートの実施

人権の尊重

グローバル化の進展によって、企業は、「世界人権
宣言」やILO「労働における基本原則」、国連「ビジ
ネスと人権に関する指導原則」などの国際規範の理
解に努め、組織内だけにとどまらず、事業活動が影
響を及ぼすさまざまなステークホルダーの人権課題
への対応が求められるようになっています。ヤマダ
電機は、「CSR倫理綱領」の第5条に人権の尊重に関
する考え方を定め、事業活動全体において人権尊重
の責任を果たすよう努めています。

基本的な考え方

リスクの管理規程

情報セキュリティ

リスク管理体制

災害リスクへの対応（BCP）

で、通報によって不利益な取り扱いがなされないよ
う、通報者の保護についても「内部通報制度運用規程」
に定めています。通報内容は、関連部署と連携し対応
を行っています。さらに、定期的に通報件数、事案概
要、対応結果、未対応の進捗状況などをまとめ、取締
役会で報告をしています。2018年度の内部通報件数
は104件で、すべて適正に対応しました。
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10年間の主要財務データ（連結）
［財務サマリー］

第33期 第34期 第35期 第36期※3 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期

2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期

損益状況

連結売上高※1 2,016,140 2,153,259 1,835,454 1,701,489 1,893,971 1,664,370 1,612,735 1,563,056 1,573,873 1,600,583

連結営業利益 87,303 122,764 88,978 33,930 34,265 19,918 58,158 57,895 38,763 27,864

連結経常利益 101,586 137,847 102,225 47,906 50,187 35,537 62,734 66,040 47,335 36,889

親会社株主に帰属する当期純利益 55,947 70,754 58,265 22,203 18,666 9,340 30,395 34,528 29,779 14,692

財務状況

純資産額 406,381 470,849 526,743 555,391 553,354 509,397 557,722 585,547 588,740 591,593

総資産額 899,612 929,010 937,841 1,138,389 1,196,288 1,122,407 1,146,722 1,159,456 1,175,568 1,184,042

キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー 133,718 93,071 34,259 △12,789 45,148 22,982 △23 43,855 61,689 36,023

投資活動によるキャッシュ・フロー △108,218 △25,237 △38,063 △39,232 △38,606 △20,232 △13,437 △15,279 △12,668 △8,469

財務活動によるキャッシュ・フロー 8,555 △45,940 △24,361 47,174 △7,646 △41,487 4,732 △24,382 △32,920 △27,461

現金および現金同等物の期末残高 83,045 104,814 76,344 77,906 77,754 39,691 30,664 34,981 51,326 51,175

財務指標

資本金（億円） 710 710 710 710 710 710 710 710 710 710

自己資本比率（％） 45.0 50.5 55.4 46.8 44.2 43.2 46.6 48.4 49.8 49.7

株価収益率（倍） 11.61 7.47 8.36 18.22 17.01 42.18 13.92 12.91 17.35 30.02

ROA（％） 6.7 7.7 6.2 2.1 1.6 0.8 2.7 3.0 2.6 1.2

ROE（％） 14.8 16.2 11.8 4.2 3.5 1.8 6.0 6.3 5.2 2.5

1株当たり情報

1株当たり純資産額（円） 4,297.29 4,978.38 5,516.15 565.33 592.17 643.03 666.03 697.46 731.57 723.55

1株当たり当期純利益（円） 594.26 751.03 618.46 23.56 20.21 11.73 38.22 43.00 36.77 18.18

潜在株式調整後1株当たり当期純利益（円）※2 593.84 — — — 20.21 11.72 38.16 42.89 36.65 18.07

※1	 売上高には消費税などは含まれておりません
※2	 第34期、第35期および第36期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません
※3	 ヤマダ電機は、2013年10月1日付で株式1株につき10株の株式分割を実施しており

ますが、第36期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、1株当たり純資産額、1株
当たり当期純利益および潜在株式調整後1株当たり当期純利益を算出しております

（単位：百万円）
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連結貸借対照表
［財務サマリー］

前連結会計年度
（2018年3月31日）

当連結会計年度
（2019年3月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 52,040 51,681

受取手形及び売掛金 45,968 62,848

商品及び製品 372,682 379,290

仕掛品 5,657 3,856

原材料及び貯蔵品 5,121 4,311

その他 49,868 58,015

貸倒引当金 △1,840 △1,540

流動資産合計 529,500 558,463

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 216,556 210,307

土地 187,827 189,002

リース資産（純額） 9,558 8,817

建設仮勘定 678 763

その他（純額） 13,446 11,732

有形固定資産合計 428,068 420,623

無形固定資産 40,287 34,901

投資その他の資産

投資有価証券 9,182 9,398

長期貸付金 3,510 3,112

退職給付に係る資産 1,845 1,558

繰延税金資産 27,166 30,533

差入保証金 102,080 95,219

その他 36,221 32,211

貸倒引当金 △2,295 △1,981

投資その他の資産合計 177,711 170,053

固定資産合計 646,067 625,578

資産合計 1,175,568 1,184,042

（単位：百万円）

前連結会計年度
（2018年3月31日）

当連結会計年度
（2019年3月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 98,550 114,006

短期借入金 84,581 95,930

1年内償還予定の社債 — 100,016

1年内返済予定の長期借入金 45,215 41,150

リース債務 2,541 2,694

未払法人税等 4,757 10,701

賞与引当金 8,455 8,274

役員賞与引当金 118 116

ポイント引当金 7,835 12,172

完成工事補償引当金 592 667

関係会社整理損失引当金 302 282

その他 54,269 50,501

流動負債合計 307,221 436,515

固定負債

社債 100,116 —

長期借入金 88,594 66,428

リース債務 10,232 9,024

役員退職慰労引当金 465 476

商品保証引当金 9,637 7,973

利息返還損失引当金 97 49

商品券等回収引当金 206 155

退職給付に係る負債 26,287 28,114

資産除去債務 31,685 32,803

その他 12,283 10,907

固定負債合計 279,606 155,933

負債合計 586,827 592,448

純資産の部

株主資本

資本金 71,058 71,058

資本剰余金 84,608 79,403

利益剰余金 500,164 503,700

自己株式 △73,704 △67,952

株主資本合計 582,127 586,210

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,854 539

為替換算調整勘定 △814 312

退職給付に係る調整累計額 2,351 1,420

その他の包括利益累計額合計 3,391 2,273

新株予約権 1,153 1,493

非支配株主持分 2,068 1,616

純資産合計 588,740 591,593

負債純資産合計 1,175,568 1,184,042

（単位：百万円）
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連結損益計算書
［財務サマリー］ ［財務サマリー］

前連結会計年度
（自 2017年4月1日　至 2018年3月31日）

当連結会計年度
（自 2018年4月1日　至 2019年3月31日）

売上高 1,573,873 1,600,583
売上原価 1,135,758 1,159,592
売上総利益 438,114 440,990
販売費及び一般管理費 399,351 413,126
営業利益 38,763 27,864
営業外収益

受取利息 970 899
仕入割引 4,312 4,501
為替差益 649 —
受取賃貸料 4,216 3,935
売電収入 2,005 2,002
その他 3,491 4,511
営業外収益合計 15,646 15,850

営業外費用
支払利息 1,318 1,242
為替差損 — 144
賃貸費用 3,514 3,081
賃借料 476 205
売電費用 784 822
その他 978 1,328
営業外費用合計 7,073 6,825　

経常利益 47,335 36,889
特別利益

固定資産売却益 — 454
投資有価証券売却益 — 556
その他 — 113
特別利益合計 — 1,123

特別損失
固定資産処分損 552 582
減損損失 5,515 9,965
その他 1,253 2,367
特別損失合計 7,321 12,915

税金等調整前当期純利益 40,014 25,097
法人税、住民税及び事業税 12,103 14,341
法人税等調整額 △1,018 △4,038
法人税等合計 11,084 10,302
当期純利益 28,930 14,794

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に帰属する当期純損失（△） △849 101
親会社株主に帰属する当期純利益 29,779 14,692

（単位：百万円）

連結包括利益計算書
前連結会計年度

（自 2017年4月1日　至 2018年3月31日）
当連結会計年度

（自 2018年4月1日　至 2019年3月31日）
当期純利益 28,930 14,794

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 582 △1,315

為替換算調整勘定 △337 1,127

退職給付に係る調整額 88 △931

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 332 △1,119

包括利益 29,263 13,674

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 30,273 13,574

非支配株主に係る包括利益 △1,010 　100

（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 71,058 73,734 480,846 △67,213 558,426

当期変動額

剰余金の配当 △10,462 △10,462

親会社株主に帰属する当期純利益 29,779 29,779

自己株式の取得 △15,996 △15,996

自己株式の処分 △2 14 12

連結子会社株式の取得による持分の増減 10,876 9,491 20,367

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 10,874 19,317 △6,490 23,701

当期末残高 71,058 84,608 500,164 △73,704 582,127

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 1,221 △485 2,161 2,897 843 23,380 585,547

当期変動額

剰余金の配当 △10,462

親会社株主に帰属する当期純利益 29,779

自己株式の取得 △15,996

自己株式の処分 12

連結子会社株式の取得による持分の増減 20,367

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 632 △329 189 493 310 △21,311 △20,508

当期変動額合計 632 △329 189 493 310 △21,311 3,192

当期末残高 1,854 △814 2,351 3,391 1,153 2,068 588,740

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 1,854 △814 2,351 3,391 1,153 2,068 588,740

当期変動額

剰余金の配当 △10,404

親会社株主に帰属する当期純利益 14,692

自己株式の取得 △3

自己株式の処分 0

合併による減少 △751

連結子会社株式の取得による持分の増減 550

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,314 1,127 △931 △1,118 340 △452 △1,230

当期変動額合計 △1,314 1,127 △931 △1,118 340 △452 2,852

当期末残高 539 312 1,420 2,273 1,493 1,616 591,593

（単位：百万円）

（単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 71,058 84,608 500,164 △73,704 582,127

当期変動額

剰余金の配当 △10,404 △10,404

親会社株主に帰属する当期純利益 14,692 14,692

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 0 0 0

合併による減少 △751 △751

連結子会社株式の取得による持分の増減 △5,205 5,755 550

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計 — △5,205 3,536 5,751 4,083

当期末残高 71,058 79,403 503,700 △67,952 586,210

当連結会計年度（自 2018年４月１日 至 2019年3月31日）

前連結会計年度（自 2017年４月１日 至 2018年3月31日）

連結株主資本等変動計算書
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連結キャッシュ・フロー計算書
［財務サマリー］

前連結会計年度
（自 2017年4月1日　至 2018年3月31日）

当連結会計年度
（自 2018年4月1日　至 2019年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 40,014 25,097

減価償却費 19,621 18,925

減損損失 5,515 9,965

のれん償却額 86 516

ポイント引当金の増減額（△は減少） △2,955 4,337

商品保証引当金の増減額（△は減少） △2,046 △1,663

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,982 △536

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,715 1,182

受取利息及び受取配当金 △1,087 △1,100

支払利息 1,318 1,242

為替差損益（△は益） △597 324

投資有価証券売却損益（△は益） △0 △556

固定資産処分損益（△は益） 552 128

売上債権の増減額（△は増加） 11,198 △16,951

前受金の増減額（△は減少） 687 △2,730

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,155 △4,197

仕入債務の増減額（△は減少） 13,483 15,729

未収入金の増減額（△は増加） △2,698 △2,109

未払消費税等の増減額（△は減少） 371 △3,063　

その他の流動資産の増減額（△は増加） 426 △431

その他の流動負債の増減額（△は減少） 19 1,668

その他 2,508 △495

小計 81,996 45,282

利息及び配当金の受取額 303 400

利息の支払額 △1,332 △1,249

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △19,277 △8,409

営業活動によるキャッシュ・フロー 61,689 36,023

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 2017年4月1日　至 2018年3月31日）

当連結会計年度
（自 2018年4月1日　至 2019年3月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △494 △228

定期預金の払戻による収入 336 338

有形固定資産の取得による支出 △10,049 △13,172

有形固定資産の売却による収入 283 1,586

無形固定資産の取得による支出 △345 △603

差入保証金の差入による支出 △996 △1,767

差入保証金の回収による収入 8,234 9,142

投資有価証券の取得による支出 △3,647 △1,626

投資有価証券の売却及び償還による収入 38 1,590

関係会社株式の取得による支出 △10 　△767

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 137 —

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 540 —

貸付けによる支出 △7,697 △8,486

貸付金の回収による収入 1,389 4,122

その他 △387 1,403

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,668 △8,469

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,457 11,348

長期借入れによる収入 50,000 21,269

長期借入金の返済による支出 △60,173 △47,499

自己株式の取得による支出 △15,996 △3

自己株式の処分による収入 0 0

リース債務の返済による支出 △2,716 △2,735

　セール・アンド・リースバックによる収入 218 622

　配当金の支払額 △10,461 △10,460

　その他 △248 △3

　財務活動によるキャッシュ・フロー △32,920 △27,461

現金及び現金同等物に係る換算差額 243 △244

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 16,345 △151

現金及び現金同等物の期首残高 34,981 51,326

現金及び現金同等物の期末残高 51,326 51,175

（単位：百万円）
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企業情報

株主名 住所 持株数
（千株）

持株比率
（％）

株式会社テックプランニング 群馬県高崎市栄町1-1 65,327 8.03

ゴールドマンサックスインターナショナル
（常任代理人　ゴールドマン・サックス
証券株式会社）

133 FLEET STREET LONDON 
EC4A 2BB U.K.

（東京都港区六本木6-10-1）
59,769 7.35

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口） 東京都中央区晴海1-8-11 49,580 6.10

ソフトバンクグループ株式会社 東京都港区東新橋1-9-1 48,324 5.94

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 東京都港区浜松町2-11-3 36,304 4.46

山田 昇 群馬県前橋市 28,924 3.56

エムエルアイ フォークライアントジェネ
ラル オムニノンコラテラルノントリー
ティーピービー

（常任代理人　メリルリンチ日本証券株式会社）

MERRILL LYNCH FINANCIAL 
CENTRE, 2 KING EDWARD 
STREET, LONDON EC1A 1HQ

（東京都中央区日本橋1-4-1）

19,627 2.41

ステート　ストリート　バンク　ウェスト　
クライアント　トリーティー 505234　

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部）

1776 HERITAGE DRIVE, NORTH 
QUINCY, MA 02171, U.S.A. 

（東京都港区港南2-15-1）
17,544 2.16

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194 17,410 2.14

CGML PB CLIENT ACCOUNT / 
COLLATERAL

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ東京支店）

CITIGROUP CENTRE, CANADA 
SQUARE, CANARY WHARF, 
LONDON E14 5LB 

（東京都新宿区新宿6-27-30）

15,760 1.94

大株主

日本

海外

Y.U-mobile 株式会社
株式会社ストリーム
株式会社ベストITビジネス
ソーシャルモビリティ株式会社

関連会社

（注）�1. ヤマダ電機は、自己株式を153,169千株保有しておりますが、上記株主からは除外しております。 
2. 持株比率は、自己株式を控除しております。
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※平均臨時雇用者数を除く

会社名 株式会社ヤマダ電機

本社所在地 〒370-0841
群馬県高崎市栄町1番1号

創業 1973年4月

設立 1983年9月

資本金 連結710億円

総資産額 連結1兆1,840億円

自己資本比率 連結49.7%

社員数
連結18,853名※

単体10,432名

株式情報

発行可能株式総数 2,000,000,000株

発行済株式の総数 966,489,740株

株主数 229,207名

上場証券取引所 東京証券取引所

株式名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社

ヤマダ電機 会社概要

連結子会社

株式会社沖縄ヤマダ電機
株式会社シー・アイ・シー
インバースネット株式会社
コスモス・ベリーズ株式会社
株式会社マツヤデンキ
株式会社星電社
株式会社ヤマダフィナンシャル
株式会社九州テックランド
株式会社Project White
株式会社ワイズセレクト

株式会社ヤマダホームズ
・エースホーム株式会社
・株式会社コングロ

株式会社ベスト電器
・株式会社ベストサービス
・株式会社リペア・デポ
・株式会社J・スタッフ
・株式会社ベストクレジットサービス
・株式会社ビー・ピー・シー
・株式会社黒川デンキ

株式会社ハウステック
・日化メンテナンス株式会社
・中部日化サービス株式会社

山田電機（瀋陽）商業有限公司
山田電機（中国）投資有限公司
BEST DENKI MALAYSIA SDN.BHD.
BEST DENKI （SINGAPORE） PTE.LTD.
YAMADA TECHNOLOGY CORPORATION
NAKAYAMA RESOURCES & DEV’T. CORP.

株式会社ワイ・ジャスト
株式会社テス
株式会社群馬総合設備
東金属株式会社
株式会社ヤマダファイナンスサービス
株式会社ヤマダトレーディング
株式会社ヤマダ不動産
株式会社ヤマダ少額短期保険
株式会社ヤマダライフ保険
株式会社家守りホールディングス

主要な非連結子会社

グループ会社一覧

店舗ネットワーク

国内

直営店舗数：955店
FC店舗数：11,571店

海外

直営店舗数：20店
FC店舗数：24店

総店舗数（国内外合計）

12,570店

北海道
直営店舗：51店
FC店舗：758店

東北
直営店舗：80店

FC店舗：1,071店

関東
直営店舗：226店

FC店舗：2,420店

東海
直営店舗：82店

FC店舗：1,636店

四国
直営店舗：40店
FC店舗：515店

甲信越・北陸
直営店舗：75店
FC店舗：1,007店

九州・沖縄
直営店舗：222店
FC店舗：2,109店

中国
直営店舗：67店
FC店舗：802店

関西
直営店舗：112店
FC店舗：1,253店

シンガポール
直営店舗：11店

インドネシア
FC店舗：24店

マレーシア
直営店舗：8店

中国
直営店舗：1店

（2019年3月31日現在）




